
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

123 千円

574 ≫千円

国庫支出金 0 千円
県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円

一般財源 123 千円

担当課 福祉保健部長寿介護課 課長 浦山　聡

担当者 馬場　健史 問合せ先 0957-20-7301（内線89-105）

施策 0603
高齢者を地域で支える体制の
充実

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 訪問理美容サービス事業 その他の見直し 予算額

事業期間 令和３年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市介護保険施設等訪問理美容サービス支援
事業補助金交付要綱

　施設入所者は理美容店で理美容サービスを受けることが難しい状況にある。施設に事業者が訪問して理美容
サービスの提供を受けることにより、対象者の衛生の向上につながり、介護者の負担の軽減となる。

◆事業の目的
  理容所又は美容所に出向くことが困難である施設入所者に、訪問理美容サービスを提供することにより、利
用者の衛生の向上と介護者の負担軽減を図ることを目的とする。
◆事業の概要
(1)補助対象
　大村市内の介護保険施設等
(2)サービス提供者
　市内に営業店舗を有する理容所又は美容所であって市長が指定する事業者
(3)給付内容
　施設までの移動にかかる経費を支払いに充てることができる利用券（2か月でサービス対象者15人で1枚×最
大6回分）を交付し、1枚につき1,500円を支払う。
(4)利用方法
　介護保険施設等は、出張費を訪問理美容サービス提供事業者に支払う。
　※理美容料金は、サービス利用者が負担
(5)請求
　実績報告後に補助額を確定し、補助金の精算を行う（概算払い請求があった場合、補助金交付決定後、概算
払いを行う。）。

※かっこ内は相手方を示しています。
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大村市介護保険施設等訪問理美容サービス支援事業補助金の流れ
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

訪問理美容サービス利用申請施設数 計画値 箇所 3 61 8 8 8

計画値

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

訪問理美容サービス利用件数 計画値 件 20 366 80 80 80

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 合計
事業費 23 38 574 123 123 123 1,004

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0

一般財源 23 38 574 123 123 123 1,004
人件費 1,170 1,164 1,567 1,567 1,567 1,567 8,602

職員(人) 0.16人 0.16人 0.21人 0.21人 0.21人 0.21人 1.16人
時間外勤務(h) 3h 0h 20h 20h 20h 20h 83h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

フルコスト 1,193 1,202 2,141 1,690 1,690 1,690 9,606

妥当性
(市の関与)

　訪問理美容サービスを行うことは、理美容店にとっても負担になることであり、訪問理美
容サービス事業を市が実施主体となって行うことは妥当である。

有効性
(施策貢献度)

　施設で理美容サービスを受けることは、要介護者の生活の質の向上、介護者の負担の軽減
につながり、健やかな高齢社会、地域住民が支え合う地域共生社会の推進に貢献できる。

効率性
(コスト)

　本事業は、理美容料金は対象者本人が負担するものとし、理美容店の移動にかかる経費の
みを市が負担するものであり、必要最低限のコストである。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価のとおり


